
（新）アジアにおける環境・経済統合影響評価モデルによる日本型環境

政策検討スキームの導入支援費 １０百万円（０百万円）

地球環境局総務課研究調査室

１．事業の概要

21世紀環境立国戦略（平成19年６月１日閣議決定）は、我が国が世界に誇

る技術、深刻な公害被害の経験と智慧、豊富な人材を原動力とし、世界の発

展と反映に貢献する「環境立国」を「日本モデル」として創造し、アジアそ

して世界へ発信していくこととしている。

これを受け、本事業では、環境施策の定量的な効果の評価を実施するため

に開発し、国際的にも高い評価を受けている、環境・経済統合影響評価モデ

ル（ＡＩＭモデル）を使用した政策検討スキームを、日本型環境政策検討ス

キームとして、中国、インド、タイといったアジアの発展途上国に対し、技

術移転を行い政策決定システムの高度化の支援を行う。

２．事業計画

H20年から３カ年で、中国、インド、タイを対象に日本型環境政策検討スキ

ームの技術移転を行う。具体的には、各国の政策決定を直接に支援する研究

機関と共同して、ＡＩＭモデルを使用した既存の政策検討スキームを各国の

個別の状況やニーズに即したものにカスタマイズするとともに、その運用技

術を相手国の研究機関に技術移転する。この際、我が国と相手国側の研究機

関を通じて政策立案機関の意見を取り入れて、政策検討スキームの実用化を

支援する。

３．施策の効果

我が国において運用実績の高いＡＩＭモデルを使用した政策決定の検討ス

キームを移転することによって、環境政策の環境保全効果や経済的な影響な

どを定量的に評価することが可能となり、その結果として、相手国のより迅

速かつ合理的な政策決定に貢献する。特に、研究機関を対象とするのみなら

ず、相手国の政策立案機関の参画を得て、政策ニーズに対応したスキームの

開発とその実用化を目指す。



４．備考

事業費 １０百万円

（内訳）

アジア各国との共同研究を通じた将来予測の能力開発 １０百万円



（新）アジアにおける環境・経済統合影響評価モデルによる日本型環境政策検
討スキームの導入支援費

我が国で活用されているAIMモデルを使用した環境政策検討スキームがアジア諸国
で活用されることを目指して、各国固有の状況と政策策定プロセスに適応するようにカ

スタマイズし、中国、インド、タイといったアジアの発展途上国に対し技術移転を行い、

政策決定システムの高度化の支援を行う。

○環境政策の環境保全効果や経済的な影響などを定量的に評価し、途上国自らの迅速

かつ合理的な政策決定に貢献。
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